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1.背景
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世界の人口増加、気候変動、気象災害の多発などを背景に「食料不足」が世界的な課題であり、
持続可能な食料システムの構築が急務。
2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」において、
ゴール12（つくる責任 つかう責任）の中にFood loss and wasteを対象とした目標が設定されたことに
より、食品ロスの削減が地球規模の課題としてあらためて示された。
各国は自国の状況を踏まえ、削減に向けた取組を進めている。
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持続可能な開発目標（SDGs）における削減目標の設定
1. 背景

Food loss and wasteとSDGs

ターゲット 12.3
2030年までに小売・消費レベルにおける
世界全体の一人当たりの食料の廃棄を
半減させ、収穫後損失などの生産・サプライ
チェーンにおける食料の損失を減少させる。

ターゲット 12.5
2030年までに廃棄物の発生防止、削減、
再生利用及び再利用により、廃棄物の発
生を大幅に削減する。

ゴール12におけるターゲット

出所：The State of Food and Agriculture 2019.（FAO, 2019）
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「土地関係特別報告書」（IPCC※1、2019）における気候変動とFood loss and wasteの関係性
Food loss and wasteは食料生産全体の25～30％を占めており、これに伴う温室効果ガス排出量は
2010～2016年における世界の人為起源の温室効果ガス排出量の８～10％に匹敵する。
気候変動下において持続可能な食料安全保障※2を達成するためには、供給側の適応策だけでは不十分
であり、需要側の適応策として消費行動・食生活の変化、Food loss and wasteの低減が必要である。
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気候変動とFood loss and wasteの関係性
1. 背景

※1 気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change）
※2 ここでの食料安全保障はFAOによる定義。

https://www.fao.org/fileadmin/templates/faoitaly/documents/pdf/pdf_Food_Security_Cocept_Note.pdf

気候システム、フードシステム、生態系システム（土地、水資源、海洋資源）及び社会経済システムの関係性

出所：Special Report on Climate Change and Land（IPCC, 2019）
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FAO※1は、COP28※2において、全世界の農業セクターにおけるパリ協定1.5℃目標の達成と食料安全保
障と栄養（Food security and Nutrition）の達成の両立に向けた初となるロードマップを公表した。
食料システムを網羅する10領域ごとにマイルストーンが置かれ、 Food loss and wasteについても
９の取組の方向性が示されている。
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1.5℃目標の達成と食料安全保障・栄養の達成に向けたロードマップ
1. 背景

取組の方向性
GHGフットプリントを抑えつつ、食品廃棄を抑制する
先進的な技術・保管方法の利用1
農業生産性・収穫方法の向上、食料分配の改善2
適切な公共調達、公共備蓄の推進
（過剰な備蓄の回避など）3
官民間の投資の促進
（サプライチェーンを合理化しロスを最小化するインフラ・
ロジスティクス・技術開発への投資）

4

FLW削減オプションに関連する情報の普及5
高い発生エリア（場所、農産物）にターゲットを絞った
介入の推進6
公共政策による価格メカニズムの変更7
消費者の行動変容、消費者及び食品小売事業者の
責任ある判断に向けたナッジ8
サーキュラーエコノミーの推進9

食料システムの10領域におけるマイルストーン
（2030年、2050年）

※1 国際連合食糧農業機関
※2 国連気候変動枠組条約第28回締約国会議

出所：Achieving SDG 2 without breaching the 1.5 °C threshold: A global roadmap, Part 1, In brief. Rome.（FAO, 2023）を基にNEDO TSC作成
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FAOは、「食料ロス」を「人の消費に充てることができる食料が、サプライチェーンの様々な段階で失われ、
量が減少すること」と定義※1。 SDGsのターゲット12.3の削減目標はFAOの定義に基づき算定されている。
一方、食品ロス・食品廃棄物の定義は、世界的には統一されておらず、機関や国ごとに適用する語句や
対象とする範囲等が異なるが、主に以下の要素で整理することができる。

① Food loss（FL）、Food waste（FW）に係る定義、 ② FLとFWの関係性
③ Food loss and waste（FLW）の範囲（不可食部の扱い）、 ④ 農場で発生するロスの扱い
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FAOにおける食品ロス・食品廃棄物の定義
1. 背景

※1 食料ロスと食料廃棄削減に向けた地球規模の取り組み（FAO, 2013）における定義
※2 「非可食部」及び「不可食部」はいずれも人間により消費されることを目的としていない部分を示し、同様の意味合い。

出所：The State of Food and Agriculture 2019.（FAO, 2019）を基にNEDO TSC作成

FAOにおけるFLWの概念的枠組み（図中のバーの長さは、各生産物の総量や総価値を示すものではない。）

FLWなし：フードサプライチェーンにとどまり、人によって消費される食料
FLWなし：経済的に生産的な非食用利用に転用される食料および/または非可食部
FLWなし：廃棄処理に向けられる非可食部
FLW：廃棄され、廃棄物処理に向けられる食料

食料
（質的なロス・廃棄のある/ない） 量的な食料ロス・廃棄

食料（可食部） 非可食部 飼料 その他

人による消費

経済的に
生産的な用途

飼料 工業
用途

その
他

食料ロス・廃棄物処理

混合
嫌気性
消化

焼却
埋め立て
投棄

堆肥
その他
の廃棄
物利用

農業・漁業 ー 植物・動物

人の食用 飼料 種子 工業用途 その他用途

可食部・
非可食部

最終的な
行き先

フードシステムの段階

公共・
家庭消費小売

農場における
収穫後/と殺

後処理
輸送・保
管・配送

加工・
包装

食料ロス指標
SDG 12.3.1.a

▲
食料廃棄指標
SDG 12.3.1.b

▲

食料ロス
（収穫後～加工・包装）

食料廃棄
（小売、外食、家庭）

食料ロス指標と食料廃棄指標の算定範囲

▼
収穫ロス

異常気象
（等による損失）

▲

収穫前/
と殺前

収穫/
と殺
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（参考）国際機関における食品ロス・食品廃棄物の定義
1. 背景

④農場で発生
するロスを
算定するか

③FLWに
不可食部が
含まれるか

②FWとFLの
関係性

①FWの
発生段階

①Food wasteの
定義

①Food lossの
定義国際機関

××
FLは供給側の
ロスであり、FWは
需要側のロス

小売・外食以降
販売から消費段階まで
に発生する食料・食品
のロス

一次生産の段階から販
売前に発生する食料・
食品のロス

FAO
国連食糧農業機関

（2019）

（〇）※1ーー小売・外食以降
販売（小売・外食
等）、消費段階で
発生する食料・食品の
ロス

一次生産段階から
発生する食料・食品の
ロス

WWF
世界自然保護基金
（2017/2018）

（〇）※3〇ーー
食品サプライチェーン（一次生産段階から消費
段階まで）から除外される食料・食品（不可食
部含む）

WRI
世界資源研究所※2

（2016）

×〇ーー

食品サプライチェーン
（一次生産段階から
消費段階まで）で失わ
れる食料・食品（不可
食部含む）

ー
European 

Commission
（2018）

※1 農場に発生する食品ロス状況を評価したレポートあり。
出所：Driven to Waste: Global Food Loss on Farms（WWF, 2021）
https://wwf.panda.org/discover/our_focus/food_practice/food_loss_and_waste/driven_to_waste_global_food_loss_on_farms

※2 複数のステークホルダーによる食品ロス算定の標準化に向けたパートナーシップ「FLW Protocol」の主導機関
出所：https://flwprotocol.org/about-flw-protocol/

※3 FLW Standard Version1.0（FLW Protocol、2016）より、収穫前（食品の原材料が収穫期や食肉解体を迎えたりする前の食料生産段階）は対象外であり、
食品の原材料が収穫あるいは解体の準備が整った（つまり食品生産や自家消費の経済技術システムに入る準備が整った）段階以降が対象となる。
出所：食品損失と廃棄に関する測定および報告に関する基準 1.0版（FLW Protocol、2016）
https://flwprotocol.org/wp-content/uploads/2018/02/FLW-Standard-full-report-JAPANESE.pdf

出所：参考資料一覧参照
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（参考）諸外国における食品ロス・食品廃棄物の定義
1. 背景

出所：参考資料一覧参照

④農場で発生
するロスを
算定するか

③FLWに
不可食部が
含まれるか

②FWとFLの
関係性

①FWの
発生段階

①Food wasteの
定義

①Food lossの
定義国・担当機関

××FWはFLの一部ー
食品廃棄物
（皿に残った食品
など）

収穫後、食べられる
にも関わらず廃棄された
農産物

USDA※1

ア
メ
リ
カ ×〇

FLは収穫・と殺
前の段階に発生
する一方、FWは
製造・加工段階
以降に発生する

一次生産
（収穫・と殺）
以降

腐敗した食品、食べら
れないとされる皮など、
食料として寄附する以
外の様々な方法で管
理される食品

収穫されなかった農作
物など農業部門での未
使用品

EPA※2

〇×ーサプライチェーンの
全ての段階

フードチェーンの全ステー
ジにおける人間が消費
するための食品の損失
（廃棄または損傷）

ーフランス
（ADEME※3）

×〇ー
一次生産
（収穫・と殺）
以降

食品サプライチェーンの
ある段階で廃棄された
食品（EUの定義に
従う）

ードイツ
（BMEL※4）

〇〇ーサプライチェーンの
全ての段階

食品サプライチェーンの
ある段階で廃棄された
人の消費を意図した
食品

ーオーストラリア

〇（不明）発生原因により
区別される

サプライチェーンの
全ての段階（特
に消費段階）

消費者の行動、
主観的意識により、
回避できるはずのロス

技術や設備などの
非主観的な行動要因
で発生するロス

中国

※1 米国農務省 、 ※2 米国環境保護庁 、 ※3 フランス環境エネルギー管理庁 、 ※4 連邦食糧・農業省
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食品ロス削減に向けた規制の強化、税制優遇措置等を実施することで、削減の主体（主に事業者）に
対して強制力またはインセンティブ付与により削減を推進。
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諸外国における食品ロス・食品廃棄をめぐる政策動向
1. 背景

中国オーストラリアフランスアメリカ項目

（不明）
食品ロスに特化した優遇
措置はない（一般的な
寄附控除）

食品等の現物出資により、
税控除あり（出資額の
60％まで）

一般控除に追加して、一定の
条件のもと、連邦税控除の拡
大規定あり

その他、各州による追加的な優
遇措置の制度あり

食品寄附に係る
税制優遇

（不明）
各州で一定の条件のもと、
民事責任を保護する法
律を規定
（連邦法はない）

なし（政府はフードバンク
団体に対して民間の保険
の活用を推奨）

一定の要件下で、寄附者・提供
者を免責（善きサマリア人食料
寄附法）

寄附した食品による
意図しない事故の

免責制度

外食での過剰注文（店
側の誘発含む）、メディ
アの浪費促進番組等の
禁止（反食品浪費法）

なし売れ残り商品の廃棄の禁
止や寄附を義務化

連邦法はない
（カリフォルニア州法では、有機
性廃棄物のリサイクル等を義務
付け）

食品ロス削減に係る
規制（廃棄等）

穀物産業発展第13次5
カ年計画、穀物産業発
展第14次5カ年計画に
おいて、食品ロス削減に
関連する技術開発支援

Fight Food Waste 
CRC※プログラム
（※2023年11月より
End Food Waste 
Australiaに統合）など

ADEME研究助成プログ
ラム（持続可能な食品研
究助成、食品廃棄撲滅
のための研究）など

NIFA助成プログラム（農業・
食品研究イニシアティブ）、
USDAプログラム（農村開発
制度、Urban Agriculture and
Innovative Production）など

技術開発支援
（例）

出所：諸外国における食品の寄附の実態等に関する調査業務報告書（消費者庁、2021）、韓国における食品寄附の実態及び食品廃棄物・食品ロス削減に関する制度的対応
についての調査業務報告書（消費者庁、2023）を基にNEDO TSC作成、参考資料は巻末一覧参照

（別添）食品ロス・食品廃棄に係る各国の制度等（詳細版）参照
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2. 日本における食品ロスをめぐる動向
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日本では、「食品ロス」を「本来食べられるにもかかわらず捨てられる食品」※（不可食部を含まない）と
定義。FAOの定義における、Food loss and waste全体を対象としている。
一方、「食品廃棄物等」は「食品の製造過程で生じる加工残さ」や、「食品の流通過程や消費段階で生じ
る売れ残りや食べ残し」等を示し、不可食部を含む。このうち、飼料や肥料等の原料となる有用なものを
「食品循環資源」という。
食品ロス発生量の推計値は、事業系食品ロス発生量の推計値（農林水産省）と家庭系食品ロス発生
量の推計値（環境省）を合算している。

12

日本における食品ロス・食品廃棄物等の定義
２．日本における食品ロスをめぐる動向

※ 食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針（消費者庁、2020）

日本における食品ロス・食品廃棄物等の算定の範囲（【】内は2022年度推計）

小売・外食 家庭

食品製造業 食品卸売業

流通製造・加工農業
生産

食品関連事業者※1

食品小売業・外食産業
圃場廃棄は
算定対象外

※1 毎年度、食品廃棄物等の発生量や再生利用等の取組状況を主務大臣に報告。
※2 食品リサイクル法における食品廃棄物等

食品廃棄物等※2（可食部＋不可食部）【1525万トン】

うち可食部と考えられる量うち可食部と考えられる量

食品ロス
【472万トン】
事業系：236万トン
家庭系：236万トン

うち、飼料・肥料等の原材料
となるなど有用なもの

食品循環資源

減量
（脱水・乾燥等）

家庭系廃棄物
【707万トン】有価物

（大豆ミール等）
事業系廃棄物

（可食部＋不可食部）

出所：食品ロス及びリサイクルをめぐる情勢＜令和６年７月時点版＞（農林水産省, 2024）を基にNEDO TSC作成（2024）
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事業系食品ロス発生量の推計値（農林水産省）
① 食品リサイクル法に基づき実施している定期報告※1及び統計調査※2の結果から、食品産業全体の食品

廃棄物等の年間発生量を試算。
※1 食品廃棄物等の前年度の発生量が100トン以上の食品関連事業者（食品廃棄物等多量発生事業者）が対象。
※2 農水省大臣官房統計部調査結果等

② 定期報告者へのアンケート調査※３により得られた食品廃棄物等の可食部割合を、①で試算された食品
廃棄物等の年間発生量に乗じることで推計。
※3 2014年度から「食品産業リサイクル状況等調査」（食品関連事業者における食品廃棄物等の可食部・不可食部の量の把握等調査）を3年ごとに実施。

13

（参考）日本における食品ロス・食品廃棄物等の算定方法
２．日本における食品ロスをめぐる動向

家庭系食品ロスの推計方法（環境省にて実施）
① 環境省が市町村を対象に、毎年実施している食品廃棄物、食品ロスの発生状況のアンケート調査に

基づき、家庭から発生する食品ロス量を試算。
② 食品ロスの発生量を把握していない市区町村については、①の結果を元に、食品ロス量の食品廃棄物に

対する割合の平均を食品廃棄物量に乗じて推計。
出所：食品ロス及びリサイクルをめぐる情勢＜令和６年７月時点版＞（農林水産省, 2024）

令和３年度食品廃棄物等の年間発生量及び食品循環資源の再生利用等実施率（推計値）（農林水産省、2022）
令和４年度食品循環資源の再生利用等実態調査結果（農林水産省、2024）を基に NEDO TSC作成（2024）

注：食品循環資源の再生利用等実態調査（令
和４年度）と食品循環資源の再生利用等の促
進に関する法律第９条第１項に基づく定期報告
を用いて推計した結果。

1) 食品リサイクル法で規定している用途とは、肥
料、飼料、菌床培地、メタン、油脂及び油脂
製品、炭化製品（燃料及び還元剤）又は
エタノールの原材料としての再生利用

2) その他とは、再生利用の実施量として、1）
以外の食用品（食品添加物や調味料、健
康食品等）、工業資材用（舗装用資材、
塗料の原料等）、工芸用等の用途に仕向
けた量及び不明のもの

千ｔ 千ｔ 千ｔ 千ｔ 千ｔ 千ｔ 千ｔ ％

15,246 11,206 469 1,623 225 1,723 2,991 89

 食品製造業 13,149 10,603 465 1,597 188 295 2,255 97

 食品卸売業 171 78 3 9 12 68 38 62

 食品小売業 934 382 0 9 17 526 446 61

 外食産業 991 143 0 8 7 833 252 32

食品産業計

区　　　　　分

食　品　廃　棄　物　等　の　年　間　発　生　量
発生抑制の

実施量
再生利用等

実施率計
 1)食品リサイクル
法で規定している
用途 への実施量

熱回収の
実施量 減量した量 2)その他 廃棄物として

の処分量
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日本では、『食品リサイクル法』において、食品廃棄物等多量発生事業者に対し、毎年度食品廃棄物等の発生
量及び食品循環資源の再生利用等の状況報告を義務付けているが、食品ロス削減に係る罰則などはない。
食品ロス削減の取組のうち、個別企業によるものは一定の取組が実施されてきたが、更なる食品ロス削減に向けて
フードチェーンに関わる企業が連携して取り組むことが期待される。
日本の食品流通は、製・配・販※できめ細やかな商品配送が行われ、消費者ニーズに合致した製品を切れ目なく
提供。これを維持するために形成されてきた食品流通の商慣習には、食品ロスの発生原因となり得るものがあり、
その見直しに向けた支援を展開（食品流通上の課題解消）。
他方、こうした食品流通はフードチェーンの最終段階の消費者の行動（需要）にも左右されることから、啓発等に
より、消費者の食品ロス削減に向けた意識を高め、行動変容を促すアプローチも推進。
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食品ロス削減に関連する政策動向（１）
２．日本における食品ロスをめぐる動向

※1 食品ロスをサプライチェーンに内在する課題の一つと位置付け。
※2 食品ロス削減推進法の基本方針を踏まえ、都道府県・市町村が策定する計画（推進体制、削減目標等）。
※3 地域脱炭素ロードマップ（2021年６月、国・地方脱炭素実現会議決定）において示された施策。

※メーカー（製）、中間流通・卸（配）、小売（販）

環境省消費者庁経済産業省農林水産省
• 食品ロス削減推進計画の策定
支援※2

• 自治体向け取組マニュアルの策
定・周知

• 食品廃棄ゼロエリア創出の推進
※3に向けたモデル事業の実施

• 食品ロス削減ガイドブック、食品
ロス削減関係参考資料等による、
消費者への各種普及啓発活動

• 流通・物流の効率化・付加価
値創出に係る基盤構築事業

• IoT等を活用したサプライチェーン
のスマート化支援※1

• 食品ロス削減に向けた商慣習
見直しの取組（納品期限の緩
和、賞味期限の年月表示化、
賞味期限の延長を推進）

• フードバンク活動団体の先進的
取組支援

＜省庁横断的取組＞
• 省庁連携の業界・消費者等への普及啓発（てまえどり、mottECO）（農林水産省、消費者庁、環境省）
• 食品流通合理化検討会（農林水産省、国土交通省、経済産業省）
• 【研究開発支援】ムーンショット型農林水産研究開発事業（内閣府）

各省庁における食品ロス削減等に資する取組事例
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日本における食品ロスの削減については、「2030年度に、2000年度と比べ、家庭系食品ロス量、事業系食品
ロス量いずれも半減させる」という目標を設定※。また、2021年に公表された『みどりの食料システム戦略』では、
2030年度目標に加えて2050年までに事業系食品ロスの最小化を図ることをKPIの一つに掲げている。
政府は、食品ロスの削減をフードチェーン全体の課題として捉え、関係省庁が連携し、2030年度の食品ロス削減
目標の達成に向けて、主に食品流通の合理化や消費者の行動変容を促す施策を展開してきた。
その結果、2022年度の事業系食品ロス発生量は236万トンとなり、2030年までの削減目標は達成されている。
しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている年度であり、今後の経済活動の回復状況によっては、
2030年度目標の継続的な達成や2050年度の目標達成は困難となることが想定されることから、更なる対策を
講じる必要がある。
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食品ロス削減目標及び発生量の推移
２．日本における食品ロスをめぐる動向

※ 【家庭系】 第四次循環型社会形成推進基本計画（2018年6月）、【事業系】 食品リサイクル法の基本方針（2019年7月）

食品ロス発生量の推移

出所：食品ロス削減関係参考資料＜令和６年６月21日版＞（消費者庁、2024）を基にNEDO TSC作成（2024）
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政府は、2023年の『経済財政運営と改革の基本方針2023』に基づき、2023年12月に『食品ロス削減目標
達成に向けた施策パッケージ』を策定。
施策パッケージの施策項目として、「食品ロスに伴う経済損失と環境負荷の試算及び普及啓発」 （事例①）や
「ICT等を活用した食品廃棄を防ぐ取組の推進」 （事例②）等が盛り込まれ、これに関連する調査、実証事業
等が実施されている。
2022年度の事業系食品ロス発生量は2030年度目標を達成したものの、「引き続き、関係省庁とも連携し、消
費者の理解を得ながら食品事業者とともに、より一層の食品ロス削減のための取組を進めてまいります※」としている。
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食品ロス削減に関連する政策動向（２）
２．日本における食品ロスをめぐる動向

※ 農林水産省HP（2024年6月21日）～食品ロス量（令和4年度推計値）を公表～

出所：第8回食品ロス削減推進会議（2023年12月22日）会議資料（一部NEDO TSC加筆）
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消費者庁は、2023年度に「食品ロスによる経済損失及び温室効果ガス排出量に関する調査」を実施。
本調査は、環境省研究開発事業※の成果を参考に、産業関連分析の手法により推計した。
『食品ロス削減目標達成に向けた施策パッケージ』では、消費者の行動変容を促すため、「食品ロス量の
公表時に、経済損失と温室効果ガス排出量の試算値も併せて公表し、普及啓発を図る」としている。
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【事例①】食品ロスに伴う経済損失と環境負荷試算
２．日本における食品ロスをめぐる動向

経済損失と温室効果ガス排出量の推計フローの全体像

経済損失の推計結果（2024）
【合計】 4.0兆円
【国民一人当たり※】 32,125円/人

GHG排出量の推計結果（2024）
【合計】 1,046万t-CO2
【国民一人当たり※】 83kg-CO2/人

※ 国民一人当たり：
住民基本台帳の2023年1月1日
時点の人口に対する値

出所：食品ロスによる経済損失及び温室効果ガス排出量に関する調査業務 調査報告書（消費者庁、2023）
（右上赤枠囲みは食品ロス削減関係参考資料＜令和６年６月21日版＞（消費者庁、2024）を基にNEDO TSC加筆）

※ 我が国の食品ロス削減による環境・経済・社会への影響評価に関する研究
（棟居ら、2022）
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「流通・物流の効率化・付加価値創出に係る基盤構築事業」（経済産業省）において、流通・物流の
効率化・付加価値創出に向け、RFID等のIoT技術・自動化技術やデータを活用した基盤構築に資する
先進的事例創出等を推進。
この中で、「IoT技術を活用したサプライチェーンの効率化及び食品ロス削減の事例創出」実証事業を実施。
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【事例②】ICT、AI等の活用による食品ロス削減の取組
２．日本における食品ロスをめぐる動向

出所：令和４年度「流通・物流の効率化・付加価値創出に係る基盤構築事業（IoT技術を活用したサプライチェーンの効率化
及び食品ロス削減の事例創出）報告書」（経済産業省、2023）

実証実験
• 食品の個別在庫管理とダイナミックプライシ
ングを用いた販売によるサプライチェーン効率
化と食品ロス削減効果の実証実験

• ダイナミックプライシングの活用による余剰食
品プラットフォームでの食品ロス削減効果の
実証実験

サプライチェーン効率化
人手不足（特に小売）、食品価格高騰、
食品ロス削減の過程に一定の効果
※期限情報のデジタル付加を上流で行う
食品メーカー等のインセンティブは弱く、デー
タ活用に検討の余地あり。
余剰食品プラットフォーム（過剰在庫等の
再流通）は効率化・高度化の余地あり。

食品ロス削減への貢献（社会課題）
ダイナミックプライシングにより、消費者は
価格と賞味・消費期限の情報から購入
する商品を選択。
従来、価格のみで判断していた消費者の
行動変容を促せるかが最大の課題。

実証事業の全体像 （概要・イメージ）
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3. 日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題

19
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食品ロスの発生要因はフードチェーンの各段階で異なる。発生要因から想定される食品ロス削減に向けた
課題も各段階で多様であるが、「需要量と供給量のマッチング」、「商品状態変化への対応」、「食品廃棄
物の再利用先の確保」等がフードチェーンの多段階にわたる課題。
その他、機会損失を避けるための過剰生産・過剰在庫等による食品ロスも発生している。
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日本における食品ロスの発生要因と課題
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題

日本において想定される食品ロス・食品廃棄物等の発生要因と課題
小売・外食 家庭流通製造・加工農業生産

主たる直接的要因の例
• 食品管理不足
• 過剰購入（使い切れない、
食べ残し）

• 賞味期限・消費期限切れ

• 売れ残り、販売期限切れ
• 過剰在庫
• 調理ミスによる失敗品、事故
品

• 作り置き品・誤発注で廃棄さ
れたもの

• 食べ残し（外食）

• 返品・不良品
• 事故品
• 納品期限切れ
• 過剰仕入れ

• 設備操作に係るロス（異物
混入、製造・加工ミス）

• 設備の動作不調等によるロス
• 製造工程における原材料端
材

• 原料の過剰調達

• 農業生産量等の不安定性
• 農産物のダメージ
• 農産物価格の暴落による出
荷抑制

• 規格外品

要因から想定される主な課題の例
• 消費者意識の醸成（食品ロ
スの知識不足、在庫把握不
足など）

• 賞味期限・消費期限の理解
不足の解消

• 商品状態変化への対応

• 需要量と供給量のマッチング
• 商品状態変化への対応
• 食品廃棄物の再利用先の
確保

• 消費者意識の醸成

• 需要量と供給量のマッチング
• 商品状態変化への対応
• 食品の再流通の推進

• 需要量と生産量のマッチング
• 製造プロセス管理の属人化
（職人頼り）の解消

• 食品廃棄物・余剰在庫等の
再利用先の確保

• 出荷量と需要量のマッチング
• 規格外品・ダメージ品の流通
先・再利用先の確保

出所：The state of food and agriculture（FAO, 2019）、令和5年度食品産業リサイクル状況等調査委託事業（食品関連事業者における食品廃棄物等の可食部・
不可食部の量の把握等調査）報告書（農林水産省、2024）、2022年度調査報告書「フードチェーンにおける食品ロス削減技術調査」（NEDO、2023）ほか、
関係業、業界団体、有識者へのヒアリング等 を基にNEDO TSC作成（2024）
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発生要因から想定される主な課題のうち、国内のフードチェーンの特徴を踏まえ、技術導入によって解決が
期待できるものを、「需要量と供給量のマッチング」、「商品状態変化への対応」、「廃棄物の再資源化」、
「家庭における食品在庫の把握」と整理。
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技術導入による解決が期待される課題
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題

技術導入による解決が期待される課題

需要量と供給量（生産量・出荷量）のマッチング
（製造工程における生産管理を含む）

商品状態変化への対応

廃棄物の再資源化

食品在庫の把握

廃棄物の再資源化

技術導入による解決が期待される課題

小売・外食 家庭流通製造・加工農業
生産

削減 削減

食品廃棄物等（可食部＋不可食部）
家庭系廃棄物事業系廃棄物

（可食部＋不可食部）

うち可食部と考えられる量うち可食部と考えられる量

食品ロス

削減
うち、飼料・肥料等の原材料

となるなど有用なもの

食品循環資源

減量
（脱水・乾燥等）

有価物
（大豆ミール等）
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技術導入による解決が期待される課題に対して、海外事例も含め、想定される技術開発の対象を整理。
海外の食品ロス防止に特化した技術開発事例はスタートアップと既存の食品事業者がけん引。
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食品ロスの削減に資する技術開発の対象（１）
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題

備考（Pros／Cons）実施者の例事例技術開発対象課題
• 主に流通・小売段階の食品ロス削減効果
（需給マッチングによる流通量の最適化）
• 要素技術（需要予測、収量予測等）は確立

済（実証・実用化段階）
• 他産業とのデータ共有の難しさ
• 予測が外れるリスク
• 導入・運用コスト

スタートアップ、大学、国
研、SIerなど

スマートフードチェーンプ
ラットフォーム「ukabis」な
ど

需要予測と収量予測
のデータ連携
【生鮮品】

需要量と供給量
のマッチング

• 主に小売段階の食品ロス削減効果
（売れ残り廃棄の防止）
• ダイナミックプライシング技術の多くは実証段階
（海外では一部実用化）
• 品目ごとの商品状態（鮮度等）の基準が定義
されていない

• 導入・運用コスト

スタートアップ、自動認
識機器メーカー、SIer、
大学、国研など（国内
外）

【商品状態の見える化】
スマートラベル、
coro-eyeなど
【ダイナミックプライシング】
wasteless,
Flashfoodなど

商品状態の見える化と
ダイナミックプライシング
【生鮮品】

• 主に製造・加工段階の食品ロス削減効果
（需給マッチングによる流通量の最適化）
• 商品化も進む（個社レベルで一定程度導入が
進む。各社が持つデータの範囲でシステム構
築）

• 連携するデータの整備（システムの精度に影
響）

• 他産業とのデータ共有の難しさ
• 導入・運用コスト

SIer（日本では富士
通、NEC）など

Fujitsu Supply Chain 
Planning Solutions、
需給最適化プラットフォー
ム など

発注量予測とリンクし
た生産管理
【加工品】
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具体的な技術開発対象の検討結果
– フードチェーンの各段階に応じた技術開発は、スタートアップ、大手SIer、機器メーカー等を中心に既に進められており、

一定の要素技術が確立されている。
– 一方、「需要量と供給量のマッチング」はフードチェーン全体の課題（サプライチェーン最適化）であり個社での対応

が難しい。フードチェーンの多段階にわたるデータ連携の一層の推進等、解決へ向けた更なる取組が必要。
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食品ロスの削減に資する技術開発の対象（２）
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題

備考（Pros／Cons）実施者の例事例技術開発対象課題
• 生産・製造加工～消費段階の広範に渡り

食品ロス削減の効果
• 研究開発、商品化も進む
• 対象により適用技術が異なる
• 導入コスト

スタートアップ、食品
メーカー、産業機器
メーカー、大学、国
研など（国内外）

コーティング剤、急速冷凍
技術、エチレンセンサーなど

鮮度保持技術
【生鮮品・加工品】

商品状態変化へ
の対応

• フードチェーン多段階にわたり食品廃棄物等の
削減効果

• 原材料、最終製品により、適用技術が異なる
（1対1の技術開発）

• 商品化には廃棄物の質・量の確保が必要
（入手性）

• 開発コスト

スタートアップ、食品
メーカーなど（国内
外）

fabula（リサイクル・コンク
リート）、ファーメンステー
ション（エタノール発酵等）、
ASTRA FOOD PLAN
（食品残さの粉末化）、
PHENOLIVA（有効成分
の抽出）など

アップサイクル
【生鮮品・加工品】

廃棄物の再資源
化

• 家庭の食品ロス削減に効果
• 要素技術は確立済
• 商品化も進む
• 導入効果を外から評価しづらい

家電メーカーなど
（国内外）

スマート冷蔵庫など食品在庫の見える
化

食品在庫の把握

アプリ開発会社
など（国内外）

各種アプリ在庫に応じたレシピ
提案
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「需要量と供給量のマッチング」は、フードチェーン全体の課題であり個社での対応が難しい。
フードチェーン全体にわたるデータ活用基盤を整備し、データ活用システムの技術開発・導入を進めることに
より、一層の食品ロス削減が期待される。
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需要量と供給量のマッチングに向けた技術開発の方向性（データ活用）
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題

技術開発の状況
想定される技術群食品ロス削減の

考え方技術開発対象
アウトプット系データ活用基盤インプット系

• 収量予測、需要予測
各々の開発は進む

（一部商品化）
• 収量予測の対象（品目・
地域等）は限定的

収量予測・需要予
測に基づく最適な
商流の提案

収量予測・需要予
測データをサプライ
チェーン上で共有

収量予測データ、
需要予測データ

川上（収量）と
川下（需要）の
予測情報を連携し、
ミスマッチ解消

需要予測と収量
予測のデータ連携
【生鮮品】

• ダイナミックプライシング技
術は商品化

• 商品状態の見える化技術
は直接計測／ログの取得
とも課題あり

商品状態データに
基づくダイナミック
プライシング※

商品状態データを
サプライチェーン上で
共有

商品状態データ
（直接計測/温度・
湿度等の履歴データ
から期限情報等への
変換が必要）

時間経過による
商品価値の変化と
価格を調整し、
売れ残りを防止
（消費者の行動
変容を促す）

商品状態の見え
る化とダイナミック
プライシング
【生鮮品】

• 個社レベルで一部導入
済み

• 予測精度は各社が保持す
る過去の需要データ依存

発注量予測に基づく
製造計画

需要予測データを
サプライチェーン上で
共有

需要予測データ川下（需要予測）
の情報に基づき供給

発注量予測とリン
クした生産管理
【加工食品】

※ 将来的に他の行動変容を促す指標（環境価値など）との連携も想定
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フードチェーンを対象とするデータ活用基盤の整備は、生鮮食品の流通に関するDXを推進する目的でスマートフードチェー
ンの構築が進められてきた。

【事例①】 内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「スマートバイオ産業・農業基盤技術」 スマートフードチェーンプラットフォーム
（ukabis）の構築（2018～2022年度）

【事例②】 NEDO 「人工知能技術適用によるスマート社会の実現」事業 農作物におけるスマートフードチェーンの研究開発（2018年～
2022年度）

既存のデータ活用基盤を活用しつつ、共有データベース・予測モデル等の機能拡充により、食品ロス削減に資する効率的
な技術開発、導入が期待される。ただし、持続性の観点から、データ活用基盤の利用メリットに応じたコスト負担の仕組み
が必要。
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需要量と供給量のマッチングに向けた技術開発の方向性（データ活用）
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題

食品ロス削減に資するデータ活用基盤の活用・コスト負担のイメージ
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食のサステナビリティを維持するため、フードチェーン（食の生産、加工、流通、販売、消費、資源循環、育種/品種改良）に係る
多様なデータ・情報をサプライチェーン上の組織が相互に提供・共有・活用できる情報連携基盤（スマートフードチェーンプラット
フォーム「ukabis」）を構築。
食に係る生産、流通分野の課題（非デジタルデータや個別最適化による企業・領域を超えた相互連携が行えないデジタルデータ等
による管理）には、生鮮食品の出荷段階の個別識別コードをベースとして、一元的な情報共有を可能とする仕組みを実現。
運営主体として、2022年8月に一般社団法人スマートフードチェーン推進機構を設立し、SIP終了後も継続運営。
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【事例①】スマートフードチェーンプラットフォーム（ukabis）の構築
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題

スマートフードチェーンプラットフォーム（ukabis）
SIP 第2期 スマートバイオ産業・農業基盤技術 実証例

① トレーサビリティ情報提供サービス（国内/海外輸出）
② フードチェーン情報公表JAS認証データ提供
③ 輸出における産地広域連携輸出システムと多品目

混載輸送コンテナを用いた輸送サービス
④ 物流・需給マッチングソリューション
⑤ 非破壊センサー（対象品目：キャベツ、トマト、ブドウ）
⑥ カット野菜の鮮度管理ソリューション
⑦ 既存の取引のデジタル化（EDI）
⑧ サプライチェーンのデータ連携による生産の高度化
⑨ 産地情報を活用した店頭プロモーション

ほか

出所： SIP第2期 スマートバイオ産業・農業基盤技術 「食のサステナビリティ」実現のカタチ ～SIPバイオ農業の社会実装～
#6 スマートフードチェーンプラットフォーム」が実現する社会課題解決と新たな事業機会（生物系特定産業技術研究支援センター）
スマートフードチェーンプラットフォーム ukabis GUIDE BOOK（ukabis運営事務局、2022）
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生鮮食品取引では、需要・供給両面における不確実性、生鮮食品の非保存性、デジタル化の遅れによる需要・共有情
報の断絶等により、社会的損失（流通の生産性低下、フードロス等）が発生。この課題の解決に向け、生鮮食品の
サプライチェーンマネジメントにおいて、消費者ニーズ起点で流通が行われるデマンドチェーン化を構想に掲げ、要素技術の
開発やユースケースを検討。
これにより、農産物の生産と消費のマッチングが改善し、付加価値向上と物流コスト、フードロスを低減するサービス及び
関連データビジネスの創出を目指す。
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【事例②】農作物におけるスマートフードチェーンの研究開発
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題

【サプライサイド】
・官能評価スコアを推定可能な廉価な
分光センサ・API開発

⇒生産者等による簡易な品質評価の実現

【需給接点（市場）】
・シミュレーションに基づくメカニズムデザインにより
バーチャルマーケット（現物＋先物）の開発

⇒フェアトレードの実現

【デマンドサイド】
・需要予測技術開発
・発注作業に関するAI技術等の開発
⇒発注作業の生産性向上、需要情報の

可視化を実現

・消費者評価
・トランザクション等のマーケット
データをオープン化

⇒食品会社等への情報提供
サービスなどを創出

取組全体像イメージ

出所：NEDO、「人工知能技術適用によるスマート社会の実現/生産性分野/農作物におけるスマートフードチェーンの研究開発」成果報告書（2023）を基にNEDO TSC作成（2024）
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需要量と供給量のマッチングに向けた技術開発の方向性（技術開発対象）
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題

食品ロス削減への道筋（削減ポイント）技術開発対象

① 【需要予測と収量予測のデータ連携】
小売事業者・食品製造事業者（流通先）
• AI等を活用した需要予測の導入により、過剰在庫による食品ロ
スの減少が期待。

農業者・農業法人（流通元）
• 流通先の需要予測の精緻化により、生産サイドからの供給量は
減少が見込まれるが、卸売事業者等が需要予測に加え、各産
地の収量予測から余剰生産をあらかじめ把握し、新たな商流に
出荷することで、需給バランスの調整が可能。

• 各産地からの供給量の変動に伴い、市場価格が大きく変動する
リスク有。

• 供給量は、気象等の自然要因のほか、人為的な操作の影響も
受けて決定し、価格高騰（不足）／値崩れ（供給過多に伴う
食品ロス）が発生。

• 産地では、一般的に余剰生産が多い傾向。供給量の多寡にかか
わらず、出荷団体・卸売事業者等を経由した通常の商流で販売。

② 【商品状態の見える化とダイナミックプライシング】
小売事業者の食品ロス削減が焦点。
• 小売事業者が生鮮品の商品状態を見える化することで、販売
時点の商品価値を価格に反映できる。品質の劣化等と価格を
連動させることで、消費者が価格と価値（商品状態）のバラン
スに応じて購入し、劣化が進む前の売り切りが実現。

• 将来的には、価格設定以外の消費者購買を促す施策（例：
環境貢献度）を商品状態の見える化と連携することも期待され
る。

• 消費者は同じ価格であれば、商品状態の良いものから購入する
ため、商品状態の悪いものが売れ残り、食品ロス発生。

• 多くの場合、一物一価で販売され、鮮度が徐々に落ち、商品価
値を失いつつある場合にも、原則として同じ価格で販売。最終的
に、見切り品として大幅に価格を下げ（利益損失）、売れ残りに
よる廃棄コストも発生。

「需要量と供給量のマッチング」に向けた技術開発対象のうち、データ活用基盤の整備によって解決が期待
されるものとして、「需要予測と収量予測のデータ連携」や「商品状態の見える化とダイナミックプライシン
グ」が挙げられる。ここでは、生鮮品を対象とした場合の技術開発対象と食品ロス削減への道筋を整理する。
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需要量と供給量のマッチングに向けた技術開発の方向性（技術開発対象①）
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題
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技術開発の課題

社会実装の課題課題①
商取引のある事業者間に
おける、需要予測結果の
共有

課題②
情報共有を行うインセンティブ
課題③
予測に基づく受発注による
欠品が許容されるルール形成 課題③

利 用 ・ 販 売 機 会 の 把 握
（POSデータからの予測）

課題②
収量予測と需要予測
の自動マッチング

課題①
収量予測の精度向上・
対象品目拡大

「需要予測と収量予測のデータ連携」の実装イメージとその課題

【需要予測と収量予測のデータ連携】 －食品ロス削減への道筋（削減ポイント）－
AI等を活用した需要予測の導入により、流通先の過剰在庫による食品ロスの減少が期待される。（小売事業
者・食品製造事業者）
流通先の需要予測の精緻化により、生産サイドからの供給量は減少が見込まれるが、卸売事業者等が需要予測
に加え、各産地の収量予測から余剰生産をあらかじめ把握し、新たな商流に出荷することで、需給バランスの調整
が可能。（農業者・農業法人）
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需要量と供給量のマッチングに向けた技術開発の方向性（技術開発対象①）
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題
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2050年10年後５年後
社会実装のありたい姿

• 異なる事業者間の予測技術がプラットフォー
ム上で連携、フードチェーン全体での需給マッ
チングが実現

• 予測に基づき受発注する商慣習が定着

• 複数品目・複数社の収量予測システムが実装
• 自動マッチング高度化のために、商取引のある事
業者間で、需要予測結果の共有が進展

• 特定の小売・仲卸・卸売等の間※で、特定の品
目で需要予測と収量予測のマッチングが導入
※現状の商流で利害が一致する関係者を想定

要素技術開発

社会実装に向けた支援策

収量予測の精度向上・対象品目拡大に資するデータ取得・解析技術の開発

予測に基づく受発注による欠品が受容されるルール形成

需要量・収量予測の広域での自動マッチング技術
の開発

消費者起点のデマンドチェーン実現に向けた技術開発（消費者の真の需要を反映）

小売・仲卸・卸売等の間での情報共有を
実現するインセンティブ創出、ルール形成

【需要予測と収量予測のデータ連携】 - 社会実装のありたい姿と検討事項の例 -
要素技術開発として、「収量予測の精度向上・対象品目拡大」、「需要量、収量予測の広域での情報連携」、
「消費者起点のデマンドチェーン実現に向けた技術開発」が想定される。
社会実装に向けた支援として、「ステークホルダー間の情報共有に係るインセンティブ・ルール形成」などが求められる。
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需要量と供給量のマッチングに向けた技術開発の方向性（技術開発対象②）
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題

31

課題① 技術開発に歩調を合わせた実証試験の蓄積
課題② 消費者理解を促す商品状態と価格の提示手法

課題④
出荷ロット内の商品状態のばらつき把握

課題⑤
在庫量と商品状態を踏まえた
販売量の最適化

課題① 計測技術の簡易化・省人化
課題② 計測技術の適用範囲の拡充
課題③ 計測後のログデータの活用

技術開発の課題

社会実装の課題
要素技術 技術

グループ

「商品状態の見える化とダイナミックプライシング」の実装イメージとその課題

【商品状態の見える化とダイナミックプライシング】 - 食品ロス削減への道筋 （削減ポイント）-
商品状態と価格を連動させることで、消費者が価格と価値（商品状態）のバランスに応じて購入し、
劣化が進む前の売り切りが実現。（小売業者）
将来的に、商品状態の見える化と価格設定以外の消費者購買を促す要素（例：環境貢献度）との
連携も期待される。
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需要量と供給量のマッチングに向けた技術開発の方向性（技術開発対象②）
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題
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～2050年頃10年後５年後
社会実装のありたい姿

• 実店舗、ECともに、商品状態データが消費者に
とって一般的な選択基準の一つに加わり、価格
等と連動して自由に選択できる状態へ。

• 実証事業等を通じ、消費者への商品状態の情
報提供手法が進展

• ECサイトでの購買においては、多品目の商品状
態と価格がタイムリーに連動

• 野菜・果物等の多品目で商品状態の見える化、
価格連動の実証が豊富に蓄積

要素技術開発

社会実装に向けた支援策

商品状態の計測技術とログデータとの
組み合わせ技術の発展

生鮮食品のダイナミックプライシングによる
食品ロス削減効果の実証
ダイナミックプライシングの前提となる技術の実証
（2次元バーコード導入による消費期限・在庫量管理など）

商品状態・需要予測・在庫量等のデータと連動した
プライシング技術の実証

在庫データ・需要予測と連動したプライシング

商品状態の計測技術の簡易化・省人化

最適な値上げ・値下げ幅の分析

商品状態の計測技術の適用範囲の拡充

実証の蓄積
消費者理解の促進

【商品状態の見える化とダイナミックプライシング】 - 社会実装のありたい姿と検討事項の例示 -
要素技術開発として、「商品状態を把握する技術の高度化・多様化」、「商品状態データと連動したプライシング
技術」が想定される。
社会実装に向けた支援として、「技術開発に歩調を合わせた実証試験の蓄積」と「情報の受け手となる消費者理
解の醸成への取組」が求められる。
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国内のフードシステムは川上から川下に沿って多段階の産業が連関して存在する連鎖構造を構成し、その内部で
は様々な企業が競争や協調関係で存在する競争構造も見られる。
この連鎖構造、競争構造における取引において、売り手と買い手の間には、価格交渉力、品質要求等の力関係
が発生している。
また、フードシステムの最終段階に位置する「消費者の意思や行動」を捉えることの重要度が増しており、フードシス
テム全体へ大きな影響を与えるようになっている。

33

技術導入に当たっての留意点 ～日本の食品産業の特徴①～
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題

国内の食品関連産業全体のイメージ （※商品の流れを図示したものであり、流通量は加味していない。）

出所：食品産業戦略 食品産業の2020年代ビジョン（農林水産省、2018）、新版キーワードで読みとく現代農業と食料・環境（小池ら、2017）ほか、
各種資料を基にNEDO TSC作成（2024）
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技術導入に当たっての留意点 ～日本の食品産業の特徴②～
３．日本における食品ロス削減に資する技術開発とその課題

ステークホルダー乱立 少数（寡占）

日
本

北
米

欧
州

中
国

各国の食品加工業における売上TOP30の内訳 各国の小売市場寡占度（食料雑貨）

出所： 経済・業界動向に関するレポート「欧州加工食品業界の動向」
（三井住友銀行、2018）

出所：各種資料を基にNEDO TSC作成

上位3～4社で売
上の50％以上

売上50％に上位
8社がひしめき合う

日本の食品関連産業は海外（北米、欧米、中国など）に比べ、ステークホルダーが多数存在し、利害を含む
関係性が複雑。個々の企業においても、データ連携等の重要性は認識しているが、データ連携基盤の運営、コスト
負担、利害関係者間のデータ共有など、複数の産業にまたがる技術導入の障壁は高い。
技術導入に当たっては、多くのステークホルダーが関わる複雑な食品関連産業の構造に影響を及ぼす可能性が
あることから、関係者での議論を重ねて最適な連携の方向性を模索することが必要。
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食品ロス削減は、持続可能な食料システムの実現に向けて重要な課題と位置付けられ、日本では、2030年度の
食品ロス削減目標の達成に向けて様々な取組が展開された結果、2022年度において、事業系食品ロスの削減
目標が達成された。
しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている年度であり、今後の経済活動の回復状況によっては、
2030年度目標の継続的な達成や2050年度の目標達成は困難となることが想定されることから、本レポートでは、
将来の更なる食品ロス最小化に向けて技術開発の方向性とその課題を整理した。
食品ロスの発生要因はフードチェーンの各段階で異なり、解決に向けた課題も多様であるが、技術導入により解決
が期待される課題である「需要量と供給量のマッチング」については、フードチェーンの多段階（産業）にわたる
データ活用基盤の整備とデータ活用システムの技術開発・導入を進めることにより、一層の食品ロス削減に貢献
する可能性が示唆された。
データ活用基盤の整備は、国の研究開発等により進められてきたが、コスト負担等の持続性に関する課題が解決
されていない。食品関連産業の構造を捉え、データ連携が自走する仕組みづくりを始め、フードチェーンのデータ連
携を一層推進することで、データ活用に基づく技術開発とその社会実装が進み、フードチェーン全体に波及する
食品ロスの削減を実現することが期待できる。
また、フードチェーンの最終段階に位置する消費者の行動変容は更なる食品ロス最小化に向けては不可欠である。
食品関連事業者と消費者の接点となる小売事業者において、商品状態等の流通上のデータと連携したダイナミッ
クプライシングを導入することで消費者の行動変容を促し、小売段階の食品ロスを削減するとともに、その上流に
位置する産業の食品ロスの削減効果も期待できる。
以上のことから、日本の食品ロスの削減には、フードチェーン全体でのデータ連携の推進とダイナミックプライシング等
の技術導入が重要と考えられる。これらの技術導入を進めることは、多くのステークホルダーが関わる複雑な食品
関連産業の構造に影響を及ぼす可能性があることから、関係者での議論を重ねて最適な連携の方向性を模索
することが必要である。

36
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別添：食品ロス・食品廃棄に係る各国の制度等（詳細版）
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食品ロス・食品廃棄に係る各国の制度等

アメリカ（連邦政府）
内容項目

• 米内国歳入法（Internal Revenue Code）ほか
一定の条件を満たす食品寄附について、連邦税控除の拡大規定（1976年改正）

があり、控除額の上限は寄附した食品の2倍。

食品寄附に関連する税制優遇

• ビル・エマーソン善きサマリア人食料寄附法（1996年制定）（The Bill 
Emerson Good Samaritan Food Donation Act of 1996）

食品を非営利団体に寄附し、貧しい人々に配給することを奨励する法律。一定の基
準を満たした場合、安全と思われる食品を善意から提供した寄附者（個人・企業）と、
食品提供を受けた非営利団体に対して、民事責任・刑事責任を負わないと定める。
※法的保護の範囲を拡大する「Food Donation Improvement Act」が2023年1
月に成立。割引価格で提供される食品や、食品企業が直接行う寄附に対しても保護
を拡大。

食品寄附に関する免責制度

• Food Date Labelling Act of 2023（※可決されていない）
2021年12月に連邦レベルで食品の期限表示の方法を標準化することで、消費者の

混乱を解消し、食品廃棄物を削減することを目的に連邦議会へ提出されたが、可決に
至らず、2023年5月に再提出。
（概要）

- 食品の日付ラベルの記載方法について、品質の期限（賞味期限：BEST If 
Used ByまたはBB）と消費の期限（USE ByまたはUB）とする。製造事業者
は「or Freeze By」の表現を品質期限または消費期限の後に付けることができる。

- 賞味期限切れの食品を販売または寄附することを禁じる州法の廃止。ただし、州
は消費期限切れの食品の販売または寄附を引き続き禁止することはできる。

その他食品ロス削減の関連制度
等

食品ロス対策を主目的とした連邦法は存在しない。

出所：参考資料一覧参照



TSC  Agriculture and Food Technology Unit

39

食品ロス・食品廃棄に係る各国の制度等

出所：参考資料一覧参照

アメリカ（連邦政府）
内容項目

Food Date Labelling Act of 2023 （概要）続き
- USDAとFDAが協力し、消費者や食品事業者が経済的で安全な判断を下せる

よう新しいラベルの意味について教育することを指示する。
※同様の内容は2023年3月提出の「Agriculture Resilience Act of 2023」にも含まれる。

その他食品ロス削減の関連制度
等

• NIFA Food Loss and Waste Grants※
- 2017年から、食品ロス・食品廃棄に係る527のプロジェクトに1億2,350万ドルを

投入。2023年9月には、2,500万ドルの追加投資を決定。NIFA助成プログラム
では、研究のみならず、普及、教育等幅広く投資を行っている。
※NIFA（National Institute of Food and Agriculture）

• USDA Rural Development（農村開発制度）
- 農村部に対する融資、助成金、融資保証プログラムを提供する。この中で、食品

ロス・廃棄の削減、再利用、堆肥化に取り組むための資金援助とアウトリーチ支援
を行う研究開発プログラムを実施。

• Urban Agriculture and Innovative Production Grants（USDA）
- 食料アクセス、教育、新規就労者への資金支援、都市部における食料生産に係

るゾーニングやその他ニーズに関連する政策の策定などの分野を対象に助成を実
施。

研究開発支援（事例）
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食品ロス・食品廃棄に係る各国の制度等

出所： ReFED U.S.FOOD WASTE POLICY FINDER（https://policyfinder.refed.org/?category=recovery&key=tax-incentives）を基にNEDO TSC作成（2024）

アメリカ（州）
内容項目
州法レベルでは食品ロス削減に関連する法制度も確認できる。
（ただし、規制強化と寄附促進のための規制緩和が混在）
（例）
• カリフォルニア州は、2016年制定のSB1383により、生産した食品のうち 75％の有機性廃棄物のリサ

イクル目標を示し、くわえて食料品店やレストラン、食品流通業者に対して、食品廃棄物の20％を食
品回収団体に寄附することを義務化。

• アリゾナ州では、卵など一部の食品の賞味期限を明確に商品にラベル表示しなければならないが、記載
された賞味期限を過ぎた食品の寄附は制限しない。また、善きサマリア人食料寄附法に基づき、食品
を低価格で販売する、あるいは寄附する事業者や団体は保護される。

その他、マサチューセッツ州、ニュージャージー州、ワシントンDC等でも総合的に食品ロス対策に力を入れて
おり、法整備が進んでいる。

関連制度

出所：参考資料一覧参照
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食品ロス・食品廃棄に係る各国の制度等

アメリカ（州）
内容項目
一部の州においても、食品ロスに関する税制優遇措置が設けられている。
（例）
• カリフォルニア州のフードバンクに青果、農産物、加工食品を寄附する納税者は卸売価格の15％の税制

控除を受けることができる。（対象は農家や加工食品業者など、包装や食品の品質保証ができる者、小
売業者は対象外）

• カリフォルニア州では、非営利組織に対して、寄附する農作物の運搬費の50％の税制控除を受けること
ができる。（対象者は農作物の加工、流通、販売に関わる納税者）

• ニューヨーク州のフードバンクやフード・パントリーなどに品質及びラベル表示に問題の無い食品を寄附する
場合、市場価格の25％（年間5,000ドルまで）の税制控除を受けることができる。（対象者は農家）

関連制度

出所：ReFED U.S.FOOD WASTE POLICY FINDER（https://policyfinder.refed.org/?category=recovery&key=tax-incentives）を基にNEDO TSC作成（2024）

出所：参考資料一覧参照
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食品ロス・食品廃棄に係る各国の制度等

フランス
内容項目
• 一般税法（Code général des impôts）
所得税または法人税が課される企業は、2万ユーロまたは売上高の0.5％のいずれか

高い方を上限として、寄附の60％相当額の税控除を受けることができる。
（控除対象には、食品のほか輸送や管理コストも含まれる。）
なお、一般税法以外のインセンティブは設定していない。

食品寄附に関連する税制優遇

なし（政府はフードバンク団体に対して民間の保険を活用することを推奨）食品寄附に関する免責制度
• 食品廃棄物削減に関する法律※1（2016年公布）

- 売り場面積が400㎡以上の小売業者に対し、売れ残り食品の廃棄を禁止し、
フードバンクへの寄附または飼料活用を義務化。

- 流通事業者に対し、まだ消費できる売れ残り商品を意図的に廃棄、または破壊
によって消費に適さない状態とすることを禁止。

• 農業及び食料分野における商業関係の均衡並びに健康で持続可能で誰もがア
クセスできる食料のための法律※2（通称EGalim法）及びEGalim法に基づく
オルドナンス

- 『食品廃棄物削減に関する法律』で導入された、食品寄附に関する義務を、アグ
リビジネス事業者及び共同食堂の特定の事業者に拡張（2019年10月22
日）。

- 年商5,000万ユーロ以上の売上がある食品製造・加工事業者及び一日3,000
食以上の食事を提供する事業者は、食料援助団体に対して、まだ食べられる売
れ残り商品を提供する協定を提案するよう義務付け（2020年10月22日～）。

その他食品ロス削減の関連制度
等

※１ LOI n° 2016-138 du 11 février 2016 relative à la lutte contre le gaspillage alimentaire
※２ LOI n° 2018-938 du 30 octobre 2018 pour l’équilibre des relations commerciales dans le secteur agricole et alimentaire et une 
alimentation saine, durable et accessible à tous

出所：参考資料一覧参照
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食品ロス・食品廃棄に係る各国の制度等

フランス
内容項目

- 農業食品産業及び集団外食の特定の事業者に対して、食品廃棄物削減に向
けた内部統制手順に対するコミットメントの公表を義務化（2020年1月～）。

- 2021年7月1日以降、全ての商業外食でドギーバッグ提供義務化（EGalim
法article 62）

• 循環型経済のための廃棄物防止法（2020年2月10日制定）※

- 同法は、食品流通及び集合ケータリング（スーパーマーケット、食堂など）の部門
で、2025年までに食品廃棄物を2015年比で50％削減、食品の生産・加工・
消費の段階及び飲食業等の部門は2030年までに2015年比で50％削減する
という目標を掲げている。

- 年間売上高が5,000万ユーロを超える卸売り事業者に対し、売れ残り商品の廃
棄禁止や食品の寄附を義務化。違反者は、最大で直近の会計年度の売上高
の0.1％以下の罰金が科される。

その他食品ロス削減の関連制度
等（続き）

• ADEME研究開発助成
- 食品ロス・食品廃棄物に関連するプロジェクトとして、「持続可能な食品研究助

成（Subvention aux études d‘alimentation durable）」、「食品廃棄
物撲滅のための研究（Études pour la lutte contre le gaspillage 
alimentaire）」が確認できた。

• French Tech AGRI20（2022年開催）
- 農業・食料主権省支援による農業分野のベンチャー企業を対象としたコンテスト。

全22社が受賞し、食品ロスに関連する企業も確認された。
（例）ASCLEPIOS TECH（非加熱式照射を用いた除染により、生鮮食品の
保存期間を延長）

研究開発支援（事例）

※ LOI n° 2020-105 du 10 février 2020 relative à la lutte contre le gaspillage et à l’économie circulaire
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食品ロス・食品廃棄に係る各国の制度等

オーストラリア
内容項目
食品の寄附に特化した優遇措置はない。
一定の要件を満たす場合、一般的な寄附控除として、食品もしくはサービス（輸送な
ど）の寄附が控除対象とされる場合がある（Income Tax Assessment Act 1997）。

食品寄附に関連する税制優遇

連邦法による免責制度は無いが、全州及び首都特別地域が寄附された食品による意
図しない事故の民事責任を保護する法律を整備（米国の善きサマリア人食料寄附法と
同様）。根拠法は州・特別地域により異なるが、免責の要件はほぼ共通。

食品寄附に関する免責制度

• オーストラリア・ニュージーランド食品規制基準（Food Standards Code）
（2018年改訂）

- オーストラリア・ニュージーランド食品基準法（FSANZ Act 1991）によって措置さ
れた共同の枠組み（食品規制システム）において、統一の食品基準（Code）
の策定・実施。食品の日付表示に関する基準 Standard 1.2.5の規定により、
消費期限（use-by date）を過ぎた食品の寄附は禁止されていない（販売
は禁止）。

• The National Food Waste Strategy（2017発行）
- SDGs目標（2030年までに食品廃棄物の50％削減）に沿った内容となっており、

取組のフレームワークと改善のための四つの優先分野（政策支援、事業改善、
市場拡大、行動変容）を提示している。

- 本戦略では、「食料寄附」の重要性について直接的に言及しているほか、実施計
画の策定、モニタリング・評価フレームワーク、企業に関与させるための自発的なコ
ミットメント・プログラム、National Food Waste Baseline（目標達成に向けた
進捗状況のモニタリング）に対し、24カ月にわたる130万豪ドル以上の初期資金
を拠出。

その他食品ロス削減の関連制度
等

出所：参考資料一覧参照
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食品ロス・食品廃棄に係る各国の制度等

オーストラリア
内容項目

- 戦略の目標達成に向け、2020年サプライチェーン全体の食品廃棄物削減をリー
ドするStop Food Waste Australia※1を設立。サプライチェーン上の組織間の
連携を主導。

その他食品ロス削減の関連制度
等

• National Food Waste Strategy Feasibility Study（2021）
- オーストラリア連邦政府がThe National Food Waste Strategyを具体化す

るため、FIAL（Food Innovation Australia Limited※2）が実施。
（主な目的）

現状のFLWにおける国際的なベストプラクティスとオーストラリアの状況に対する効
果的な落とし込み方法の設定（介入策、包括的取組、基礎的なデータセットの
検証を含む）
National Food Waste Baselineを政策立案のためのエビデンス、また2030
年目標に対するモニタリングツールとして改善
実現シナリオの検証（食品廃棄物の定義、最終処理方法含む実現可能性の
検証）

• Fight Food Waste CRC investment framework（2023-2028）
- Fight Food Waste CRCは産業界、研究機関、地域社会が共に食品廃棄に

対処するため、2018年に設立。オーストラリア政府から産業界主導の産学・地域
連携の共同研究を支援するCRCプログラムとして資金提供を受ける。

- 2023年1月から助成金500万豪ドルを活用した新規プロジェクトの全国募集を
開始した。これに先立ち、2018～2028年に渡る包括的な戦略（科学と産業
の融合による食品廃棄の削減）に基づき作成された研究投資計画を更新。

研究開発支援（事例）

※1 2023年にFight Food Waste Cooperative Research Centre（CRC）と統合し、End Food Waste Australiaを設立。
※2 オーストラリア政府によって設立された食品・農業ビジネス成長センターだったが、2023年9月より独立した産業界主導の非営利組織に移行。

出所：参考資料一覧参照
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食品ロス・食品廃棄に係る各国の制度等

中国
内容項目
次ページに記載その他食品ロス削減の関連政策

• 穀物産業発展第13次5カ年計画（2016年～）
（関連する研究テーマ）

- 近代的な食品加工と穀物の収集・貯蔵・輸送に関する技術と設備（现代食品
加工及粮食收储运技术与装备）

- 知恵農機装備（智能农机装备）
（プロジェクト例）
穀物の貯蔵・品質保持・消費量削減のためのキーテクノロジー研究及び機器開発
（粮食收储保质降耗关键技术研究与装备开发）（2016～2021年）
青果物の乾燥・ロス低減のためのキーテクノロジーと機器の研究・開発（果蔬干燥
减损关键技术与装备研发）（2017～2021年） など

• 穀物産業発展第1４次5カ年計画（2021年～）
（関連する研究テーマ）

- 工場化農業のコア技術と知恵農機（工厂化农业关键技术与智能农机装备）
- 食品製造・農産物物流技術支援（食品制造与农产品物流科技支撑）

（プロジェクト例）
生鮮食品の生産後のサプライチェーン保全・鮮度劣化防止とコスト削減のための
キーテクノロジー研究・開発（生鲜农产品产后供应链保鲜减损与节本增效关键
技术研发）（2021～2026年）
品質保持とロス低減のための穀物の生産後貯蔵とグリーン・インテリジェント・ストレー
ジ キーテクノロジーセット開発・産業化実証（粮食产后收储保质减损与绿色智
慧仓储关键技术集成与产业化示范）（2021～2026年）など

研究開発支援（事例）

※食品寄附に関連する「税制優遇」「免責制度」等は把握できなかった。

出所：参考資料一覧参照
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食品ロス・食品廃棄に係る各国の制度等

中国における食品ロス関連政策の動向
内容時期
• 光盤行動（食事を残さずに食べようと呼び掛ける運動）が広がる2013年

• 『持続可能な開発のための2030アジェンダ』を実施するための国家プログラムを発表2016年

• 習近平国家主席により「重要指示」が出され、食糧安全保障に対し危機感を持つよう呼び掛け
• 光盤行動2.0の発表に伴い、食品廃棄物を40％減らすことに成功したレストランも存在

2020年8月

• 『反食品浪費法』が成立
- 客の過剰注文を誘発した場合、最高一万元（約17万円）の罰金
- メディアが食品浪費を促進する番組を作成した場合、最高十万元（約170万円）の罰金

2021年4月

• 改正後『食品流通管理規則』の施行2021年4月

• 済南イニシアチブ発表
- 中央政府直轄の地方、自治区及び地方自治体において、食糧安全保障の責任を果たすべき

であることが明記
- サプライチェーン全体において流通量が管理される方針が記載

2021年9月

• 『糧食安全保障法』が成立（2024年6月1日施行）2023年12月

出所：参考資料一覧参照
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